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今月号のあらまし 

 

Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

農林水産省は、ＴＰＰ大筋合意内容の影響について、品目ごとの分析結果を

公表した。畜産については影響が大きいとした一方、その他の多くは「影響は

限定的」などとしており、詳細の分析を求める声が上がっている。 

農林水産分野の国内対策について、自民党は党内での検討を経て、『農政新

時代～努力が報われる農林水産業の実現に向けて』をとりまとめ、１１月２０

日に政府に申し入れを行った。同案には安定財源の確保が明記され、ＪＡグル

ープの要望も一部盛り込まれている。 

 

Ⅱ 農協改革をめぐる情勢 

農林水産省は現在、改正農協法関係の政省令について内容の検討を進めてお

り、第１弾は年内にもパブリックコメントを開始し、年明けに公布したい考え

とされる。また、『総合的な監督指針』に関しては、年内を目途に第１弾の改

正を行う予定である。人事ローテーションや非常勤理事数の緩和が改正の内容

となる。 
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Ⅰ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

― ＴＰＰ農業対策決定、「安定財源確保」を明記 ― 

 
１．政府・与党の動向 

（１）政府の動向 

○ １０月５日のＴＰＰ大筋合意を受け、政府は１０月９日に安倍総理を本部長と

するＴＰＰ総合対策本部を設置した。安倍総理は、「影響が出る分野、時期をふ

まえて効果的な政策大綱を策定する。補正を含めて検討をすすめる」として、総

合的なＴＰＰ関連政策大綱の策定を指示し、１１月２５日の閣議決定に向けた政

府における検討が開始された。 

 

○ 農水省は１０月２０日、ＴＰＰ交渉全体の大筋合意内容を公表した。農林水産

品２３２８品目のうち８割の品目の関税が撤廃され、半数以上は即時に撤廃され

ることとなった。 

 

○ 重要５品目に限っても関税撤廃割合は３割に上り、牛肉のように関税が残ると

しても大幅な削減が行われる等、市場開放の水準はかつてなく高く、国会決議と

の整合が問われる内容といえる。農林水産品目の関税撤廃の状況と、重要５品目

以外の本県主要作物の関税撤廃状況は下表の通り。（重要５品目の合意内容は１

０月号を参照のこと） 

【ＴＰＰで関税を撤廃する品目数】 

 

（出展：日本農業新聞） 
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【県下主要作物の関税撤廃状況】 

品目 現在の関税率 合意内容 

キャベツ、ブロッコリー、トマ

ト、ナス、キュウリ、ホウレン

ソウ、ダイコン、ニンジン、

ネギ、レタス、アスパラガ

ス、ハクサイ、カボチャ 等 

3％ 
即時関税撤廃 

じゃがいも 4.3％ 
スイートコーン 6％ 4年目に撤廃 

たまねぎ 8.5％ 
6年目に撤廃 さつまいも 12.8％ 

緑茶 17％ 
なし 4.8％ 

即時関税撤廃 
ブドウ 

3～10月：17％ 
11～2月：7.8％ 

スイカ、メロン、モモ、 

イチゴ、カキ 
6％ 

オレンジ 

生果 
6～11月：16％ 
12～5月：32％ 

4～11月：6年目に関税撤廃 
12～3月：8年目に関税撤廃 

果汁 
「21.3％」~「29.8％又
は 1kg23円の高い方」 6～11年目に関税撤廃 

うんしゅうみかん 17％ 
6年目に撤廃 

イチジク 6％ 

鶏卵 

殻つき 1.7％から 21.3％ 
冷蔵・冷凍は 13年目に関税撤廃 
その他は 11年目に関税撤廃 

全卵 

または卵黄 

18.8％～21.3％ 
又は 48～51円/kg 

全卵粉は 13年目に関税撤廃 
その他は 6年目に関税撤廃 

鶏肉 8.5％、11.9％ 
11年目に関税撤廃 
冷凍丸鶏・鶏肉（丸鶏と骨付き 
モモ肉以外）は 6年目に関税撤廃 

はちみつ 30％ 8年目に撤廃 

○ ＴＰＰ協定における日本の関税撤廃率は品目数・貿易額ベースともに９５％で、

関税が残ったのは農林水産品目のみとなるが、他の参加国の関税撤廃率が９９％

～１００％であることから、この結果について、森山農相は「参加国の中ではし

っかり守れた」と述べた。 

 

○ また、甘利経済再生担当相は農産物で関税撤廃からの例外を確保したことや国

家貿易制度を堅持したことなどを挙げ、「交渉結果として最善のものとなった」



3 
 

と説明した。 

 

○ 農水省は２９日、ＴＰＰによる米麦や甘味資源作物、一部の野菜・果実など２

１品目への影響を分析した結果を公表した。１１月４日には、畜産や林産、水産

物計１９品目への影響分析を公表した。与党から、さらに多くの品目の分析をす

るようにとの要望を受けた農水省は５日にも、果樹・野菜２１品目の影響分析を

追加公表した。影響の総括については別紙１の通り。なお、品目ごとの分析結果

は農林水産省ホームページにて公開されている。 

 

○ 分析では、牛肉、豚肉、乳製品については影響が大きいとしているが、その他

の多くについては「影響は限定的」「当面、輸入の急増は見込み難い」としてい

る。この影響分析に対しては、与党議員からも「楽観的」「生産現場の認識と乖

離がある」などと、より詳細の分析を求める声が相次いでいる。 

 

○ 重要品目の影響分析については以下の通りである。 

【重要品目のＴＰＰによる影響分析】 

品目 影響分析 懸念事項 

コメ 
関税撤廃回避⇒新設の輸入枠以外の輸入増

大は見込み難い 

新設の輸入枠で国内のコメ流通量

が増えれば、国産米全体の価格水

準が下落する懸念 

小麦 

新設輸入枠による輸入は、現行の輸入枠に

よる輸入の一部が置き換わるもので、国産

小麦に置き換わるものではない⇒輸入増大

は見込み難い 

マークアップ削減に伴う輸入小麦

の価格下落で、国産小麦の販売価

格に影響を及ぼす懸念 

牛肉 

関税撤廃を回避。長期の関税削減期間を確

保するとともにセーフガードを措置。和

牛・交雑種牛肉は品質・価格面で輸入牛肉

と差別化されており、競合の度合いは小さ

い⇒当面、輸入の急増は見込み難い 

長期的には、輸入牛肉と競合する

乳用種を中心に、国産牛肉全体の

価格が下落する懸念 

豚肉 

長期の関税削減期間を確保するとともにセ

ーフガードを措置。差額関税制度・分岐点

価格の維持で、コンビネーション輸入※が継

続⇒当面、輸入の急増は見込み難い 

長期的には、従量税の引き下げに

伴い、低価格部位だけが輸入され

る可能性が否定できず、国産豚肉

の価格が下落する懸念 

乳製品 

脱脂粉乳・バターについて新設の輸入枠を

設定するが、最近の追加輸入量の範囲内で

設定⇒当面輸入の急増は見込み難い 

長期的には、競合する国内産の脱

脂粉乳・チーズの価格下落が生じ

ることにより、加工原料乳の乳価

が下落する懸念 
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※ コンビネーション輸入：豚肉の差額関税制度下では、平均単価が 524円/kgの豚肉に

ついて、関税が最も低くなる。従って、高い肉と安い肉を組み合わせ、単価を 524円

に近づけて輸入することが有利であり、それをコンビネーション輸入と呼ぶ。ＴＰＰ

で安い肉にかかる従量税が引き下げられると、コンビネーションは必ずしも有利では

なくなるため、安い肉のみが大量に輸入される懸念が生じる。 

 

○ 政府・与党は今回の影響分析などに基づき、農業対策を検討するとしているが、

今回の分析では、ある品目の関税撤廃が別の品目の消費に与える影響などは想定

しておらず、影響が小さいと分析された品目についても、長期的には価格への影

響が懸念される。 

 

（２）与党の動向 

○ 政府における関連政策大綱の策定に向けた検討と合わせ、自民党においても、

１０月９日に「ＴＰＰ総合対策実行本部」が設置された。農業分野の対策につい

ては、連日、自民党農林水産戦略調査会・農林部会合同会議と、自民党農林幹部

によるインナー会議が開かれ、品目別の影響分析や農林水産団体・農業者ヒアリ

ング等、多角的に議論が行われてきた。自民党におけるこれまでの検討経過は以

下の通り。 

１０月２７日：大筋合意の概要について 

１０月２９日、１１月４日：品目別の影響分析について 

１１月６日、９日、１０日：農林水産団体、生産者、有識者等ヒアリング 

１１月６～８日：地方キャラバン 

１１月１２日：谷津義男元農相講演（ＵＲ対策） 

１１月１３日：農林水産分野におけるＴＰＰ対策（案）の提示 

１１月１５日：農林水産団体からの要請 

１１月１６日：修正案の提示、幹部への一任取り付け 

１１月１７日：とりまとめ案の提示・決定 

１１月２０日：ＴＰＰ総合対策実行本部、政府に対し申し入れ 

 

○ １１月６日～８日は、兵庫県を皮切りに、全国７道県（北海道、青森、群馬、

兵庫、高知、福岡）で意見交換会を開催した。地方からは「政府は聖域を守った

と言うが、農業者から見ればそうは思わない」と、国会決議との整合性の検証を

求める声や、短期間で国内対策をまとめることへの不安の声、畜産関係の経営所

得安定対策の法制化を求める声などが相次いだ。 

 

○ １３日に開催された同合同会議では、「農林水産分野におけるＴＰＰ対策（案）」

が示され、とりまとめに向けて本格的な議論が開始された。１５日には、農林水

産団体に対し要請の機会が設定され、１６日には対策の修正案が示された。 
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○ 党内の議論では、生産コストの削減などで農業の体質強化を目指す「攻めの対

策」を求める声がある一方で、経営安定対策の充実によるセーフティーネットの

整備で、農家の不安を取り除く「守りの対策」を優先させるべきとの意見も多く

出された。 
 

○ １７日には自民党農林水産戦略調査会・農林部会合同会議において、農業分野

の国内対策とりまとめ案（別紙２）が提示され、了承された。ＴＰＰで悪影響が

予想される重要５品目等の経営安定対策など「守りの対策」を拡充するとともに、

コスト削減や輸出拡大など、農業の体質強化と成長産業化に向けた「攻めの対策」

を盛り込んだ。 

【自民党のＴＰＰ対策のポイント】 

 

（出展：日本農業新聞） 

 

○ 自民党の対策は「農政新時代～努力が報われる農林水産業の実現に向けて」と

題し、ＴＰＰ対策による農家や農業の支援について、国民に理解を呼び掛ける前

文を付け、党として「現場の生産者の努力や挑戦を全力で支える」との考えを示

した。 

 

○ また、財源について、既存の農林水産予算を削減・抑制せずに「安定財源を確

保する」ことを明記し、現時点で見通せない影響を念頭に、弾力的に予算を支出

できるよう、基金などの仕組みを構築することも盛り込んだ。 
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○ １８日、自民党はＴＰＰ総合対策実行本部を開き、農業以外の分野も含めたＴ

ＰＰ対策の政府への提言（別紙３）をまとめた。農業対策については、農林水産

戦略調査会と農林部会が１７日に決めた内容をほぼそのまま盛り込んだほか、食

の安全・安心を守る体制強化など、他の部会が提案した農業関連対策も書き入れ

た。この提言は、２０日の党総務会で正式決定し、政府に申し入れられた。 

 
（出展：日本農業新聞） 

 
○ この提言に対し、ＪＡ全中の奥野会長は談話（別紙４）を発表し、「持続可能

な農業の将来へとつなぐ息の長い政策を具体化してほしい」としたうえで、主食

用米への影響を遮断する措置や畜産経営安定対策の強化などが盛り込まれたこ

とを挙げて、「我々の要望も反映し、抜本的な措置を約束していただいた」と評

価した。 

 

○ なお、この提言は、当面の対策方向を記載したに留まり、中長期的な対策につ

いては来年秋までに再度とりまとめを行うこととしている。 

 

２．国会の動向について 

○ １１月１０日に衆議院予算委員会、翌１１日に参議院予算委員会は、ＴＰＰを

はじめとする政治課題にかかる閉会中審査を行った。安倍総理は、ＴＰＰ交渉の

結果について「国会決議の趣旨に沿う合意を達成できた」との認識を示し、「農

家の不安に寄り添いながら万全の対策をまとめ実行していく」などと発言した。 

 

○ また、甘利ＴＰＰ担当大臣は、米国議会の一部で再協議を訴える声が上がって
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いることを受け、「再協議には応じない」と明言した。 

【衆・参予算委員会における安倍総理や関係閣僚の主な発言概要】 

＜安倍総理大臣＞ 

➣ ＴＰＰについては大きな不安を感じている農業者もいると思う。私たちは、

農家の不安に寄り添いながら万全の対策をまとめ、実行していく。 

➣ 国会決議との関係は、国会の判断だが、我々としては国会決議を活かしなが

ら国会決議の趣旨に沿う合意を達成できたと思っている。 

＜森山農林水産大臣＞ 

➣ 重要５品目などは合意内容に応じた適切な措置を検討することが大事だと

考える。交渉で獲得した措置とあわせて政府一体で万全な措置を講じる。 

➣ （食料・農業・農村基本計画の見直しについて）大筋合意の内容や国内農業

への影響、今後の国内対策の内容をよく精査・分析し検討していく。 

＜甘利ＴＰＰ担当大臣＞ 

➣ ＴＰＰは、一つの合意が他の合意と複雑に絡んでおり、多次元方程式となっ

ている。（合意内容の）全体が崩れる危険性を伴っており、・・・（発効前に）

再協議して協定を作りなおすということは不可能である。再協議には日本は応

じない。 

➣ （ＴＰＰ協定では）食の安全が変更になる規定はなく、日本の食の安全が脅

かされることはない。ＳＰＳ協定もＷＴＯに基づいて規定されており、（制度

の）変更はない。 

 

３．海外の動向 

○ １１月５日、ＴＰＰ交渉参加１２カ国はＴＰＰ協定の暫定の条文案を公表した。

しかし、日本語の全訳は掲載されておらず、内閣官房ＴＰＰ政府対策本部により

『ＴＰＰ協定の全章概要』が公開されている。公表を受け、フロマン米通商代表

は「可能な限り早く協定の成果をあげられるよう、議会および全ての利害関係者

と緊密に連携していく」との声明を発表し、早期の審議開始に意欲を示した。 

 

○ 今回公表された条文案では、関税撤廃時期の繰り上げの規定に加え、発効から

７年経過すれば、日本は米国、豪州など５カ国と関税や低関税輸入枠、セーフガ

ードの扱いで再協議に応じる旨が記載されている。甘利大臣をはじめ、複数の閣

僚は「再協議には応じない」としているが、更なる譲歩が行われないか懸念が残

る内容となっている。 

 

○ また、ＴＰＰで日本が協定に違反した場合、米国は自動車やトラックの関税削

減時期をさらに後ろ倒しにできることも、明らかになった。外務省が示した「自

動車貿易に関する日米並行交渉（概要）」によると、日本はＴＰＰの一般の規定

とは別に、自動車貿易に特化した紛争解決の手続きを米国との並行交渉で約束し

ており、日本の協定違反に対し、米国は「税率の引き上げや関税削減期間の延期
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が可能」としている。 

 

○ テキスト公開に続き、同日、オバマ大統領は米国上下両院にＴＰＰへの署名意

図を通知した。ＴＰＡ法の規定で、米国大統領は署名意図の通知から９０日経過

後に署名が行えることとなっているため、署名時期は２月３日以降となることが

想定される。 

 

○ 米国での審議開始時期は、来春となるか、大統領選のある１１月以降となるか

不透明な状況にある。オバマ大統領は「在任中に批准されると確信している」と

述べるが、議会幹部はＴＰＰへの態度を保留、もしくは否定的であり、来年１１

月まで棚上げする意向との報道もある。なお、米国の国際貿易委員会は、ＴＰＰ

が国内経済に与える影響の試算を来年５月中旬までにまとめるとしており、審議

の開始はそれを待って行われるとの見方が強い。 

 

○ 一方、フィリピン、インドネシア、韓国などがＴＰＰへの参加に意欲を示し始

めている。日本が各国と結んでいる経済連携協定（ＥＰＡ）では重要品目などを

関税撤廃・削減対象の例外としているが、ＴＰＰに入ってくれば高水準の市場開

放を迫ってくる恐れがあり、参加国の拡大は、日本農業にとって新たな懸念材料

になる。 

 

４．ＪＡグループの取り組み 

○ ＪＡ全中は１１月５日、ＴＰＰの国内対策に関する政策提案をまとめた。政策

提案では、関税撤廃など国境措置を大幅に引き下げる中で再生産を確実にするた

め、既存の経営安定対策の強化や法制化を提起した。主食用米の流通量を増やさ

ない備蓄運営、畜産経営安定対策補填割合の引き上げ・恒久化、酪農での加工原

料乳の支援強化や所得補償施策の創設といった重要５品目の対策に加え、野菜や

果樹への支援も盛り込んだ。 
 

○ ６日には、ＴＰＰの国内対策に関して、ＪＡ全中の奥野会長が森山農相に政策

提案（別紙５）を手交した。奥野会長は「若い後継者が農業を安心して続けられ

る方策を、恒久的な対策として考えてほしい」と求めた。これに対し、森山農相

は「意欲ある農業者がさらに再生産に取り組んでもらえるような対策をまとめた

い」と応じた。 

 

○ また、ＪＡ全中は１５日、与党のＴＰＰ国内対策のとりまとめ決定前に、『Ｊ

Ａグループの政策提案の重点（別紙６）』を作成し、自民党幹部議員に対し、と

りまとめに盛り込まれるよう要請を行った。 
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○ ＪＡ愛知中央会は１１月１１日、県選出の国会議員に対し、ＴＰＰ大筋合意に

伴う農業政策の確立に関する要請を行った。大筋合意内容について我が国農業・

農村に与える影響を精査することや、品目ごとに再生産が可能となるよう経営安

定対策を講じること、地域条件を踏まえた農業振興策を講じることなどを求めた。 

 

○ また、ＪＡグループ愛知は１１月１７日、第１４回愛知県ＪＡ大会を開催し、

『ＴＰＰ対策運動の継続に関する特別決議（別紙７）』を採択した。①大筋合意

の内容と国会決議との整合性を検証し公表する運動、②食料自給率の向上など農

業・農村を守るための万全な対策を求める運動、③大筋合意内容が国民生活に与

える影響を検証し国民の生命とわが国の主権を守る運動の３本が柱となってい

る。なお、ＪＡグループ愛知は今後、以下の通りＴＰＰ対策に取り組む。 

 

【ＪＡグループ愛知の今後の予定】 

１１月２７日 県選出国会議員との意見交換会 
１２月 ９日 ＴＰＰ協定大筋合意に関する農家説明会 
１２月１５日 県知事要請（農政懇談会） 

 

５．今後の見通し 

○ 日本での国会審議の開始時期については、時期は依然不透明である。１月には

通常国会が開かれるが、署名は早くとも２月以降となるため、年明けすぐに審議

入りすることは不可能とされる。また、通常国会では予算審議が優先されるため、

審議開始は早くても４月以降となる見方が強い。 

 

○ ＴＰＰ対策予算については、報道によれば、補正予算の中で農業対策として「４

０００億円を超えない規模」の予算をつける方向で調整しているとされる。補正

予算案は１２月中旬にも閣議決定し、１月の通常国会に提出する予定となってい

る。 

 

【今後のＴＰＰ関連日程等】 

１１月２５日 総合的なＴＰＰ関連政策大綱（仮称）の決定 

１２月 本年度補正予算案編成 
２８年度政府予算案編成 

２０１６年  
１月 ４日 通常国会召集 

   ２月～ ＴＰＰ署名？ 
   ４月～ 国会にてＴＰＰ審議？ 
   ５月～ 米国議会にてＴＰＰ審議？ 
１１月 ８日 米国大統領選 
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Ⅱ 農協改革をめぐる情勢 

― 農水省、改正農協法関係の政省令について検討中 ― 

 

○ 農水省は現在、改正農協法関係の政省令について、衆参農林水産委員会の附

帯決議や６月に閣議決定された規制改革実施計画、１０月に実施した理事構成

に関する農協への調査のとりまとめ結果等を踏まえながら、全中とも協議を行

い、検討を進めている。第１弾の政省令は理事構成に関するもので、年内にパ

ブリックコメントを開始し、年明け早々にも公布したい考えとされる。 

 

○ 農水省は与党との協議を行ったうえでパブリックコメントを開始したい考え

だが、自民党がＴＰＰ国内対策のとりまとめに時間を割いている関係から、協

議の開始が若干遅れており、今後日程が調整される見込みとなっている。 

 

○ 理事構成以外の政省令については、農業委員会・農地法関連と合わせて約４

０本の政令と約３０本の省令が改正等行われる見込みで、多くは法改正に伴う

文言の削除もしくは変更を行うものである。法案審議等での論点は次の通りで、

内容は現在検討中とされる。 

  

Ø 株式会社化する場合に譲渡制限の対応をすること 

Ø 組織変更後の中央会にかかる役員等の兼職が認められる場合 

Ø 組織変更後の中央会にかかる名称の使用制限に関する特例の要件 

Ø 監査事業に従事する者の資格 

 

○ また、年内を目途に、『総合的な監督指針』の第１弾の改正も行われる。内容

は、人事ローテーションや非常勤理事数の緩和であり、早ければ第１弾の政省

令と同じタイミングで出される見込みである。改正予定の内容は次の通り。 

 

 ・人事ローテーション 

  →専門性の高い営農指導員の育成ができるよう、事業特性に応じたローテー

ションを確保する。必要な内部けん制措置は引き続き確保を求める。 

 ・非常勤理事数 

  →非常勤理事の増加は好ましくないとされてきたが、担い手や女性・青年等

の登用拡大のため、理事会運営に支障がなければ原則認めるようにする。 
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